
○ 平成20年９月にアスベスト対策部会を再開し、アスベスト対策ＷＧ（主査：名取雄司氏（中皮

腫・じん肺・アスベストセンター所長））を設置して、民間建築物の調査の推進方策等を検討。 

○ 平成21年６月に開催した部会では、今後の検討課題について、「本格実施のための環境整

備を行うことが重要」との指摘があり、特に、建築物のアスベスト調査者の育成、台帳の整備

等について「先行的に検討」とされ、ＷＧにて引き続き検討。その他、調査の優先順位や調査

方法等についても、引き続き検討。 

 

 

社整審アスベスト対策部会の再開 

○ 平成24年９月にアスベスト対策部会を開催し、調査者の育成プログラムの検討状況、台帳整備の促進状況等を報告。

引き続き、調査者育成のための新たな資格制度の検討、台帳の整備や補助制度の創設等を促進する地方公共団体

職員向け調査マニュアルの整備等を行うこととされた。 

社会資本整備審議会 

建築分科会 

アスベスト対策部会 

アスベスト対策ＷＧ 

＜部会・WGの位置づけ＞ 

 

「アスベスト問題に係る総合対策」（アスベスト問題に関する関係閣僚による会合決定）（平成17年12月） 

「建築物における今後のアスベスト対策について」（社会資本整備審議会建築分科会アスベスト対策部会）（同上） 

建築物におけるアスベスト対策 

民間建築物等について補助を実施。  

 ・調査  ：国１０／１０ 

 ・除去等：国１／３、地方１／３ 等 

 
 
 平成19年12月の総務省勧告で1,000㎡未満の民間建築物等の把握方法の検討等が求められる。 

建築基準法の改正 
（平成18年２月） 

 
 

民間建築物のアスベスト調査の推進 
（平成17年12月～） 

 
 

アスベストの調査・除去等への支援 
（平成17年度補正予算で創設→その後拡充） 

アスベストの飛散のおそれのある
建築材料の使用を規制し、これに
より増改築の際の除去等を促進。 

昭和31年頃～平成元年に施工された
民間建築物のうち延べ面積1,000㎡
以上の建築物27万棟を対象に調査。  

平成17年にアスベストが社会問題化 

建築物におけるアスベスト対策の経緯 資料２ 

○ 上記の検討課題への対応状況を整理。   →資料３ 


